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（取組方針）

・事業活動に必要な物流の持続的・安定的な確保を経営課題として認識し、生産性の高い物流と働き方改革の実現に向け、
取引先や物流事業者等の関係者との相互理解と協力のもとで、物流の改善に取り組みます。

（法令遵守への配慮）

・法令違反が生じる恐れがある場合の契約内容や運送内容の見直しに適切に対応するなど、取引先の物流事業者が労働
関係法令・貨物自動車運送事業関係法令を遵守できるよう、必要な配慮を行います。

（契約内容の明確化・遵守）

・運送及び荷役、検品等の運送以外の役務に関する契約内容を明確化するとともに、取引先や物流事業者等の関係者の協
力を得つつ、その遵守に努めます。

必須項⽬

推奨項⽬ ※推奨項目リストを運動のポータルサイトで公表

Ａ．運送内容の見直し

・ 物流の改善提案と協力
・ 予約受付システムの導入
・ パレット等の活用
・ 発荷主からの入出荷情報等の

事前提供
・ 集荷先や配送先の集約
・ 運転以外の作業部分の分離
・ リードタイムの延長
・ 納品日の集約
・ 検品水準の適正化 等

Ｂ．運送契約の方法

・ 運送契約の書面化の推進
・ 運賃と料金の別建て契約
・ 燃料サーチャージの導入
・ 下請取引の適正化

Ｃ．運送契約の相手方の選定

・ 契約の相手方を選定する際の
法令遵守状況の考慮

・ 働き方改革等に取り組む
物流事業者の積極的活用

Ｄ．安全の確保
・ 荷役作業時の安全対策
・ 異常気象時等の運行の中止・中断等

Ｅ．その他
・ 宅配便の再配達の削減への協力
・ 引越時期の分散への協力
・ 物流を考慮した建築物の設計・運用

Ｆ．独自の取組
・ 独自の取組

〇 「ホワイト物流」推進運動（企業の⾃主⾏動宣⾔の記載事項）
※ 深刻化が続くトラック運転者不足に対応し、国民生活・産業活動に必要な物流を安定的に確保

するとともに、経済の成長に寄与することを目的に、トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化と
女性や60代以上の運転者等も働きやすいより「ホワイト」な労働環境の実現に取り組む運動。
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〇「物流の2024年問題」（トラックドライバーの時間外労働の上限規制）
・トラックドライバーの⻑時間労働是正のため、2024年度からトラックドライバーに時間外労働の上限規制（年960時間）が
適⽤。

・物流効率化に取り組まなかった場合、労働⼒不⾜による物流需給がさらに逼迫するおそれがあり、コロナ前の2019年⽐で最
⼤14.2％（4.0億トン）の輸送能⼒不⾜※が起こると試算されている（物流の2024年問題）。

・さらに、2030年には、34.1％（9.4億トン）の輸送能⼒不⾜※が懸念される。

法律・内容 2018年
度

2019年
度

2020年
度

2021年
度

2022年
度

2023年
度

2024年
度

労
働
基
準
法

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適⽤

【⼀般則】
⼤企業
に適⽤

中⼩企
業に適
⽤

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適⽤
【⾃動⾞運転業務】

適⽤

⽉60時間超の時間外割
増賃⾦引き上げ

（25%→50%）の
中⼩企業への適⽤

適⽤

「物流の2024年問題」の影響により
不⾜する輸送能⼒試算（NX総合研究所）

不⾜する輸送能⼒の割合（不⾜する営業⽤トラックの輸送トン数）

１４．２％（４．０億トン）

○全体

○発荷主別（抜粋） ○地域別（抜粋）
地 域 不⾜する

輸送能⼒の割合

中 国 ２０．０％

九 州 １９．１％

関 東 １５．６％

中 部 １３．７％

トラックドライバーの働き⽅改⾰

業 界 不⾜する
輸送能⼒割合

農産・⽔産品
出荷団体 ３２．５％

紙・パルプ
（製造業） １２．１％

建設業、建材
（製造業） １０．１％

飲料・⾷料品
(製造業) ９．4％

現⾏ 2024年4⽉以降（原則）

改
善
基
準
告
⽰

︵
抄
︶

年間拘束時間 3,516時間 3,300時間

1ヶ⽉の拘束時間 293時間 284時間

1⽇の拘束時間 13時間 13時間

休息時間 継続8時間以上 継続11時間を基本とし、
9時間下限

※株式会社NX総合研究所試算（2022年11⽉11⽇）
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〇 「ホワイト物流」推進運動について

出典︓「第16回トラック輸送における取引環
境・労働時間改善中央協議会資料」より抜粋
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〇 貨物自動車運送事業法に基づく荷主勧告制度

〇 「荷主勧告」は、貨物⾃動⾞運送事業法第64条に基づき、トラック運送事業者の過積載運⾏等の
違反⾏為に対し⾏政処分を⾏う場合に、当該違反⾏為が荷主の指⽰によるなど主として荷主の⾏
為に起因するものと認められるときは、国⼟交通⼤⾂が当該荷主に対し、違反⾏為の再発防⽌の
ための適当な措置を執るべきことを勧告するもの。勧告を発動した場合には、当該荷主名及び事
案の概要が公表される。

〇 法律に基づく勧告のほか、①勧告には⾄らないものの違反⾏為への関与が認められる荷主に対す
る「警告」、②関係機関からの法令違反情報等をもとに関係する荷主を特定し早期に働きかけを
⾏う「協⼒要請」といった措置を通達により設けている。

ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
の
法
令
違
反
⾏
為

荷主が指⽰するなど主体的な関与が
認められる場合（※以下、具体例）

主体的ではないが荷
主の関与があった場
合

警
告

３年以内に
同様の事案が
再発した場合

荷
主
勧
告
・
公
表

荷
主
へ
早
期
に
協
⼒
要
請

荷
主
の
関
与
の
調
査

• 荷待ち時間の恒常的な発⽣
• ⾮合理な到着時刻の設定
•やむを得ない遅延に対するペナル
ティ
• 重量違反等となるような依頼
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○ 標準的な運賃について

出典︓「第16回トラック輸送における取引環境・
労働時間改善中央協議会資料」より抜粋
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要（令和５年法律第６２号）

令和６年４月からの時間外労働の上限規制を見据え、平成３０年の議員立法において時限措置として、「標準的な運賃」と「荷主

対策の深度化」の制度を創設

一方、新型コロナウイルスや原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状況はいっそう厳しさを増しており、荷待ち時

間の削減や適正な運賃の収受等により、労働条件を改善し、担い手を確保するための取組は道半ば

働き方改革の実現と安定的な輸送サービスを確保するため、「標準的な運賃」や「働きかけ」等の制度を継続的に運用すること

が必要

改正の目的

改正の概要

荷主対策の深度化
トラック事業者の法令遵守に係る国土交通大臣による荷主への働きかけや要請

等の規定

標準的な運賃

運転者の労働条件を改善し、持続的に事業を運営するための参考指標としての

「標準的な運賃」制度（令和２年４月告示） ⇒セミナーや各種協議会による周知・浸透

働きかけ 勧告・公表

違反原因⾏為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因⾏為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要 請

要請してもなお改善
されない場合

現行 【時間外労働規制が適用される（令和６年３月）までの時限措置】

改正後
上記について「当分の間」の措置とする

【成立：令和５年６月１４日、公布・施行 ： 令和５年６月１６日】

43.2%

12.2%

12.2%

12.2%

10.1%

7.9%

2.2% ⻑時間の荷待ち
依頼になかった附帯業務

運賃・料⾦の不当な据置き

過積載運⾏の要求

無理な配送依頼

拘束時間超過

異常気象時の運⾏指⽰

「働きかけ」等の実施件数
要請︓４件 働きかけ︓８２件

※令和元年7月～令和５年５月末までの累計

違反原因⾏為の割合

出典︓国交省報道発表資料「トラックＧメンの創設について」
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